鍬ヶ崎地区水産加工施設用地利用に関する要綱
（趣旨）
第1条 この要綱は、東日本大震災により甚大な被害を受けた水産業において、新たな施設を整備するための用地を確保することにより、地域の水産物を活かした新商品の開発及び地域雇用の増大を推進し、もって水産加工業及び流通業の復興を図るため、鍬ヶ崎地区水産加工施設用地（以下「施設用地」という。）の利用者を決定することに関し、必要な事項を定めるものとする。
（施設用地の利用者決定基準）
第２条　施設用地の利用対象者等の施設用地の決定基準は、別表第１のとおりとする。
（利用計画の提出）
第３条　施設用地を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は、鍬ヶ崎地区水産加工施設用地利用計画認定申請書（様式第１号）を市長が別に定める日までに市長に提出しなければならない。
（利用計画の審査）
第４条　市長は、前条の申請書の提出があったときは、鍬ヶ崎地区水産加工施設用地利用計画審査会（以下「審査会」という。）において、その内容を審査させるものとする。
２　市長は、前項の規定による審査の結果、審査会が申請書の内容がこの要綱の趣旨に合致すると認めたときは、鍬ヶ崎地区水産加工施設用地利用計画認定証（様式第２号）を申請者に交付するものとする。
（施設用地の利用申請等）
第５条　前条第２項の規定による認定を受けた申請者（以下「認定者」という。）は、用地を購入する際は普通財産（土地）売払申請書又は用地を借用する際は宮古市財務規則第187条に基づく申込書を市長に提出するものとする。
（施設用地の利用決定等）
第６条　市長は、前条の規定による申請又は申込があったときは、その内容を審査し、当該申請に係る売払いを決定すべき又は貸付を行うべきと認めたときは、売払決定通知書又は貸付通知書により認定者に通知し、不動産売買契約書又は宮古市財務規則第187条第２項に基づく不動産賃貸借契約書により当該認定者と契約を締結するものとする。
（利用申請等の取下げ）

第７条　前条の規定による売払又は貸付の決定通知を受けた者（以下「施設用地利用者」という。）は、当該決定の内容に不服があるときは、当該通知を受け取った日から起算して15日以内に、申請又は申込の取下げをすることができる。ただし、この場合において、市長が特に必要と認めるときは、この期間を短縮することができる。

２　前項の取下げがあったときは、当該申請又は申込に係る売払又は貸付の決定は、なかったものとみなす。

（利用計画変更の申請）
第８条　認定者は、市長へ第５条の規定による申請又は申込を提出する前に、第４条の規定による認定を受けた内容の変更が必要となった場合は、鍬ヶ崎地区水産加工施設用地利用計画の変更について（様式第３号）により市長と協議するものとする。

２　市長は、前項の規定による協議があったときは、その内容を審査し、変更がやむを得ないものであると認めたときは、鍬ヶ崎地区水産加工施設用地利用計画変更認定証（様式第４号）を施設用地利用者に交付することができる。

３　施設用地利用者は、施設用地の利用（以下「利用」という。）の変更を行おうとするときは、変更申請書又は変更申込書を市長に提出しなければならない。
４　市長は、前項の規定による申請又は申込があった場合において、変更すべきものと認めたときは、その旨を第６条の規定に準じて通知するものとする。
（施設用地利用の中止又は廃止の承認申請等）
第９条　施設用地利用者は、利用を中止し、又は廃止しようとするときは、中止（廃止）承認申請書又は中止（廃止）承認申込書を、当該利用を中止し、又は廃止しようとする日の20日前までに市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の規定による申請又は申込があった場合において、利用の中止又は廃止を承認すべきものと認めたときは、その旨を第６条の規定に準じて通知するものとする。
（利用決定等の取消し）
第10条　市長は、施設用地利用者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、第６条の規定による利用決定等の全部又は一部を取り消すことができる。
(１)　施設用地を他の用途に使用したとき。
(２)　虚偽の申請その他不正の手段により、施設用地の利用決定等を受けたとき。
(３)　利用に関して、この要綱の規定に基づく市長の指示又は利用決定等の内容若しくはこれに付した条件に違反したとき。

２　市長は、前項の規定により施設用地の利用決定等を取り消した場合は、売払決定取消通知書又は貸付取消通知書により当該補助事業者に通知するものとする。
（施設用地の返還）

第11条　市長は、前条第２項の規定による取消しをした場合又は第９条第２項の規定により施設用地利用の中止又は廃止を承認した場合において、当該取消し、中止又は廃止に係る部分に関し、既に施設用地を利用しているときは、当該取消し又は承認をした日の翌日から起算して15日以内の期限を定めて、その返還を命ずるものとする。

２　市長は、やむを得ない事情があると認めたときは、前項の期限を延長することができる。

（財産の管理等）

第12条　施設用地利用者は、当該用地に設置した施設及び設備等（以下「施設等」という。）を適正に管理しなければならない。

２　施設等の管理は、原則として施設用地利用者が行うものとする。ただし、施設用地利用者が直接管理することが難しい場合は、その管理を当該施設等により直接受益する漁業協同組合等の団体であって、当該施設等の整備の実施主体となりえるものに委託して行うことができる。

３　施設用地利用者は、前項の規定により施設等の管理を委託する場合は、管理の委託を受ける者と、管理を委託する施設等の種類、所在、移管の年月日、管理方法及び管理の委託を受ける者の権利及び義務等必要な事項について協議し、委託契約を結ぶものとする。

４　施設用地利用者又は第２項の規定により管理を委託された管理主体の長（以下「管理主体の長」という。）は、その管理する施設等について、次に掲げる事項のうち施設等の種類に応じ必要な事項を含む管理規程又は利用規定を定め、適正な管理運営を行うものとする。
(１)　目的
(２)　施設等の種類、名称、構造、規模、型式又は数量
(３)　施設等の所在地
(４)　管理責任者
(５)　利用者の範囲
(６)　利用方法に関する事項
(７)　利用料に関する事項
(８)　施設等の保全に関する事項
(９)　施設等の償却に関する事項
(10)　施設等の管理運営の収支計画に関する事項

５　施設用地利用者又は管理主体の長は、施設等の管理運営状況を明らかにし、その効率的運用を図るため、施設等の管理運営日誌又は施設利用簿等を適宜作成し、整備保存するとともに、財産管理台帳（様式第５号）を備えておくものとする。
６　施設用地利用又は管理主体の長は、施設等の減価償却について、減価償却額を定め、施設等の更新に必要な資金を積み立てておき、施設等の永続的活用が行われるよう留意するものとする。

（施設等の処分等の制限）

第13条　施設用地利用者は、施設等を施設用地の利用の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとする場合においては鍬ヶ崎地区水産加工施設用地に設置した施設等の目的外の使用（譲渡、交換、貸付、担保）承認申請書（様式第６号）を市長に提出しその承認を受けなければならない。
２　施設用地利用者は、施設等について前項に規定する処分以外の処分をしようとする場合には、施設等処分承認申請書（様式第７号）を市長に提出しその承認を受けなければならない。

３　前２項の規定による申請は、当該施設等が処分制限期間（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年３月31日大蔵省令第15号）に定める耐用年数に相当する期間をいう。以下同じ。）を経過した場合は、申請書の提出を要しないものとする。
４　市長は、第１項又は第２項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、鍬ヶ崎地区水産加工施設用地に設置した施設等に係る目的外の使用（譲渡、交換、貸付、担保、財産処分）承認通知書（様式第８号）により申請者に通知するものとする。

　（施設等の増改築等）

第14条　施設用地利用者は、施設等の移転又は生産能力、利用規模若しくは利用方法等に影響を及ぼすと認められる変更を伴う増築、改築若しくは模様替え（以下「増改築等」という。）を当該施設等の処分制限期間内に行おうとする場合は、増改築等を行う日の２カ月前までに鍬ヶ崎地区水産加工施設用地に設置した施設等の増築（改築、移転、模様替）届（様式第９号）を、市長に提出するものとする。
（関係書類の保管）

第15条　施設用地利用者は、施設設置に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類等を施設設置が終了した日の属する年度の翌年度の初日から起算して５年間保管しなければならない。
（施設等被災の報告）

第16条  施設用地利用者は、施設等が天災その他の原因により被害を受けたときは、直ちに鍬ヶ崎地区水産加工施設用地に設置した施設等の被害報告書（様式第10号）により市長へ報告するものとする。
（補則）
第17条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
　この要綱は、平成26年8月20日から施行する。
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